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統合報告の戦略的管理会計への役立ち
―Smith（2017）に基づいて―
統合報告の重要性が叫ばれるようになり，国際統合
報告審議会（International Integrated Reporting Coun-
cil: IIRC）により2013年に統合報告フレームワークが
公表された。このフレームワークが公表されたこと
で，日本での統合報告書の作成の勢いが止まらない。
2016年12月末日現在で，統合報告書を開示している企
業数は宝印刷が334社，エッジ・インターナショナル
社が277社を公表しているほど日本では盛んであ
る1）。企業によっては，統合報告書という名称は用い
ずに，アニュアルレポートとして統合報告書を開示す
る企業がある。またサステナビリティレポートとして
統合報告書を開示する企業もある。
このようななかにあって，統合報告書に関する著書
としては異例のタイトルである『戦略的管理会計』と
いう書籍が出版された。正しくは，Sean Stein Smith
が2017年に出版した Strategic Management Accounting: 
Delivering Value in a Changing Business Environment 
Through Integrated Reporting, Business Expert Press
である。統合報告を戦略的管理会計として著されてい
る点がユニークである。ここで，統合報告はなぜ戦略
的管理会計といえるのか，という疑問も持たれよう。
また，統合報告とは何か，何を具備すれば統合報告書
といえるのか，そこでの戦略的管理会計とは何か，と
いった疑問が浮かんでくる。
本稿は，Smith（2017）の統合報告に関する著書の
主張と，課題を明らかにする。第1節では，IIRC フ
レームワークに基づいて，統合報告の狙いを明らかに
する。第2節では，IIRC フレームワークにおける統合
報告書の基本概念を明らかにする。第3節では，統合
報告の戦略的管理会計という機能を明らかにする。第
4節では，Smith が統合報告を財務報告2.0と表してい
るが，その本質は財務報告にあるのか，それともサス
テナビリティレポートにあるのかについて私見を明ら
かにする。
1．IIRC における統合報告の狙い
IIRC によれば，統合報告の報告対象は，「主として
財務資本の提供者」（IIRC, 2013, p.7）としながらも，
「従業員，顧客，サプライヤー，事業パートナー，地
域社会，立法者，規制当局，それに政策立案者」
（IIRC, 2013, p.7）といったステークホルダーにも有益
であるとしている。また，報告目的については，「統
合報告書は企業の戦略，ガバナンス，業績および見通
しが外部環境の下でどのように短期・中期・長期の企
業価値の創造に導くかについての簡潔なコミュニケー
ションである」（IIRC, 2013, p.7）と明らかにしてい
る。これらのことから，IIRC は，統合報告書を投資
家への情報提供と限定的に扱っているわけではないこ
とがわかる。むしろ，価値創造についてステークホル
ダーとの間でエンゲージメントを取ることにその目的＊専修大学商学部教授
2がある。
IIRC は，これまでの投資家を中心とした財務報告
書にはいくつかの限界があると指摘している。たとえ
ば，財務報告書は過去の財務情報が中心であるとか，
財務報告書とサステナビリティレポートとの関連性が
ないといった批判である。そこで IIRC（2013, p .2）
は，統合報告の狙いとして4つの目的を明記してい
る。財務資本提供者への情報の質の改善，複数の報告
書をまとめる効率的アプローチ，資本間の理解，統合
思考である。
第1の財務資本提供者への情報の質を改善すると
は，財務情報だけでなく非財務情報を関連づけること
で投資家の意思決定に資する情報を入手できるように
することである。IIRC は主たる報告対象を財務資本
の提供者，すなわち投資家としている。アニュアルレ
ポートは，投資家への情報が過去の財務情報を開示す
ることに規制されていた。しかしアニュアルレポート
だけでなく，将来の財務業績に影響を及ぼす非財務情
報として，たとえば ESG（environment, social, gov-
ernance: 環境，社会，ガバナンス）情報を開示する
ことを求めている。
第2の複数の報告書をまとめる効率的アプローチと
は，アニュアルレポートやサステナビリティレポート
が無関連に報告されてきたが，これらを関連づけて価
値創造を開示させることである。こうした開示を望む
のは投資家だけでなく，ステークホルダーにとっても
有用である。たとえば，特定の企業の戦略によって影
響を受ける株主や金融機関，顧客，地域社会，従業員
などがいる。そうしたステークホルダーは戦略情報を
知りたいと思うし，可能であればその企業と対話した
いと望むであろう。
第3の資本間の理解とは，企業の経営活動の結果を6
つの資本（財務，製造，知的，人的，社会・関係およ
び自然資本）として開示することで，資本間の相互関
係を明らかにすることである。期首の資本が期末の資
本になったことを開示することで，株主への受託責任
を果たすだけでなく，統合報告ではステークホルダー
とのエンゲージメントによって責任（スチュワード
シップ）を果たすと考えられる。また，資本間の相互
関係に影響を及ぼす価値創造プロセスをステークホル
ダーとの間でエンゲージメントを取ることで，説明責
任（アカウンタビリティ）を果たすことができる。資
本間の相互関係を明らかにすることで，株主や投資家
に限定した会計責任と受託責任という概念を拡大し
て，ステークホルダーに対するアカウンタビリティと
スチュワードシップを果たすことができる。
第4の統合思考とは，企業の短・中・長期の価値創
造に焦点を当てて情報開示をすることである。アニュ
アルレポートは過去の財務情報を開示するだけであっ
た。他方，統合報告は，財務情報のアニュアルレポー
トと非財務情報のサステナビリティレポートを短期・
中期・長期にわたる価値創造プロセスの中で関連づけ
て開示することを求めている。価値創造プロセスによ
る統合が統合報告の眼目である。
要するに，IIRC では，財務報告書には課題があ
り，非財務情報を取り入れるだけでなく，財務情報と
非財務情報が統合されなければならないという問題意
識を持っている。ここに統合報告書を提唱して，投資
家への情報提供だけではなく，ステークホルダーとの
エンゲージメントをとることを報告目的としたことが
理解できる。
2．IIRC の基本概念
IIRC に基づいて，統合報告の狙いと統合報告書の
作成目的を明らかにする。その上で，IIRC（2013, 
pp.10-14）の基本概念（fundamental concepts）であ
る，価値創造，資本，価値創造プロセスを明らかにす
る。この基本概念を考察することで，価値創造プロセ
スの可視化にすべての概念が関わっていることを明ら
かにする。
2.1　統合報告の狙い
統合報告の狙いを，内山（2015）は外部への情報提
供として，またその提供する情報内容が経営管理活動
であるとして，図1のように描いている。単に財務情
報と非財務情報の一体的な企業価値を報告するという
開示情報についての議論ではなく，より効果的な価値
創造となる開示を提案している。
他方，伊藤（2014b）は，統合報告は単に情報開示
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だけが目的ではないと主張した。外部に情報開示する
ことが市場の論理となって，経営管理にも影響を及ぼ
すという主張である。Burritt and Schaltegger（2010, 
p.832）や Schaltegger（2012）は，サステナビリティ
レポートが外部への情報開示として規制に準拠するア
ウトサイドイン・アプローチか経営管理を開示するイ
ンサイドアウト・アプローチかという問題提起を行っ
た。これと同じ問題提起を統合報告書でも問題視する
（古賀，2015）ことはあるが，このような情報開示の
タイプは管理会計にとって本質的な課題ではない。管
理会計にとっては，むしろステークホルダーとの対話
を通じて企業側の戦略策定へ情報利用することこそが
重要である。ここに管理会計研究者が統合報告を研究
する意義がある。
情報開示と情報利用の両方を考慮に入れたとき，統
合報告書を作成することは，情報ギャップの解消，信
頼性確保，戦略情報への利用という3つの利点がある
（伊藤・西原，2016）と考えられる。第1の利点は，情
報ギャップの解消というメリットである。財務情報だ
けでの情報開示ではステークホルダーが正しい意思決
定ができない。その補完として非財務情報の開示はス
テークホルダーにとって有益である。第2の利点は，
ステークホルダーからの信頼性確保である。価値創造
プロセスや戦略など企業内部の ESG 情報までをス
テークホルダーへ開示することによって，ステークホ
ルダーからの企業への信頼性が向上する。アニュアル
レポートと持続可能性報告書を結合するだけでなく，
戦略をベースに両報告書が密接に絡んだ報告書へと統
合することが信頼性の確保を担保する。第3の利点
は，戦略の策定と実行の改善である。情報開示するこ
とでステークホルダーとのコミュニケーションを図
り，ステークホルダーの考えを取り入れて，戦略の策
定と実行に活かすことができる。
すでに明らかにしたように，IIRC によれば，統合
報告書を開示して価値創造についてステークホルダー
と対話することが狙いである。それだけでなく，ス
テークホルダーとのコミュニケーションが市場の論理
となって企業のマネジメントが改善されるため，経営
者にとっても有益である（伊藤，2014a）。多様なス
テークホルダーに関わる統合報告書には，その基本概
念として価値創造，資本，価値創造プロセスがある。
統合報告にとってきわめて重要なこれらの概念を順に
明らかにする。
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図1　統合報告の狙い
出典：内山（2015, p.43）。
42.2　価値創造
価値創造とは，「企業の事業活動とアウトプットに
よって資本の増加，減少，変換をもたらすプロセス」
（IIRC, 2013, p.38）であると定義している。ここで価
値とは企業価値であるが，IIRC では企業価値を明確
には定義していない。
櫻井（2015, p.5）は，「企業の究極的な目的は，多
元的な諸目的を勘案しながら企業価値を創造し，長期
的に満足しうる適正利益を獲得することで，組織の持
続的発展を図ることにある」と指摘している。このよ
うに企業価値の創造は企業の目的である。企業目的が
企業価値の創造であるが，企業価値とは何かについて
は，人によって価値観が異なるように，企業価値観も
一様ではない。
欧米の経営者は企業価値を，経済価値と考えてきた
（McKinsey & Company Inc., 2000, 訳書，p.17）。これ
に対してわが国の経営者が信奉する Drucker はまっ
たく異なる主張をしている。Drucker（1954, p.34）に
よれば，事業の目的は顧客の創造であって，経済価値
のような利益最大化は事業の目的ではなく，むしろ害
さえ与えると経済価値を強く否定する。Drucker のこ
の概念は，顧客の満足を高めたり顧客に信頼される企
業を目指すという意味で，顧客価値を志向したものと
捉えることができる。両者の主張は大きく異なるが，
企業が単一目的を志向すべきであるという意味では同
類の主張である。
これらに対して，複数目的の企業価値観も存在す
る。たとえば，Porter and Kramer（2011）は共有価
値（shared value）を提唱している。CSR を追求する
企業は社会価値のある企業目的を持っているが，企業
業績に何ら貢献していない。経済価値と CSR も共に
重視する共有価値観を目指すべきであるという。Por-
ter and Kramer の共有価値観は，経済価値と CSR の
和集合ではなく，共通部分のことである。統合報告の
価値は，企業自身のために創造される部分と，企業以
外のステークホルダーに対して創造される部分がある
ことを明示している（IIRC, 2013, p.10）。その意味で
は，IIRC も Porter and Kramer と同様に，経済価値
と CSR を志向している。ところが，IIRC の企業価値
観は共有価値観とは違って，経済価値 CSR の和集合
に近い概念である。このような企業価値観は，むし
ろ，「企業の目的は，経済価値の増大だけを図るだけ
ではなく，組織価値，社会価値，および顧客価値を含
む企業価値を高めることにある」（櫻井，2015，p.41）
という拡張された価値観と考えられる。
2.3　資本
IIRC では資本は企業価値との関係で明確に定義さ
れている。つまり，「資本は企業の活動とアウトプッ
トにより増加，減少，変換される企業価値のストック
である」（IIRC, 2013, p.12）と定義している。この定
義から，現在の企業価値は資本で開示できるというこ
とがわかる。そのような資本とは何か。IIRC（2013, 
p.12）では，財務資本，製造資本，知的資本，人的資
本，社会・関係資本，自然資本という6つの資本をガ
イドラインとして示している。
財務資本と製造資本はこれまでもアニュアルレポー
トで資産として開示してきたものであり，改めて問題
視すべきものはない。これに対して自然資本は，化石
エネルギーについて言えば，資源の枯渇リスクと同時
に，その資源を使うことで地球温暖化のリスクが高ま
るという問題がある。エネルギー産業などの企業に
とっては自然資本の開示は重要なリスク開示となる。
これに対して，知的資本，人的資本，社会・関係資
本は，持続可能性報告書のような CSR 関係の報告書
で取り上げられてきた。こうした資本を開示すべき理
由は，資源ベースの視点（resource-based view : 
RBV）の論理から理解できる。RBV では，競争優位
となるのは外部との競争要因というよりも企業の内部
資源にあり，それをインタンジブルズと呼称してき
た。
Smith（2017, p.96）では，6つの資本について，管
理会計担当者は重要業績質問（Key Per formance 
Questions: KPQ）を問いかける必要があるという。財
務資本を最も効果的に利用しているか。製造資本の利
用が，現在の物流資源や物的資産にどのような影響を
及ぼしているか。特許で守られている技術やプロセス
のような知的資本を改善できるか。人的資本に関わる
従業員の提案や情報を，問題解決に利用しているか。
社会・関係資本については，ステークホルダーからど
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のようにみられているか。自然資本を提供するサプラ
イヤーが，規制や安全性，コンプライアンスに抵触し
ないか。このような KPQ を管理会計担当者として問
い直すことが重要だという。
2.4　価値創造プロセス
IIRC フレームワークでは，すでに明らかにしたよ
うに，価値創造，資産，価値創造プロセスを基本概念
としている。当初はビジネス・モデルという用語も基
本概念にあったが，ビジネス・モデルだけでは戦略が
可視化されない可能性がある。そこで，ビジネス・モ
デルよりも戦略と密接な価値創造プロセスを基本概念
としたと考えられる。企業が価値創造をどのように行
うか，つまり戦略の策定が価値創造プロセスであり，
そうした戦略の実行がリスクを伴うとき，それを開示
する必要がある。価値創造プロセスの開示は戦略の開
示であり，企業にとってはナイーブな課題である。
ここでビジネス・モデルとは，「企業が戦略目的を
達成し，短期，中期，長期の価値創造のために，事業
活動を通じて，インプットをアウトプットおよびアウ
トカムに変換するシステム」（IIRC, 2013, p.33）であ
ると定義している2）。このビジネス・モデルと価値創
造プロセスの関係は図2のようである。企業のミッ
ションやビジョンを背景として，企業のガバナンスの
下で，過去の企業価値がビジネス・モデルを通じて，
戦略による資源配分によってリスクや機会がどのよう
に変化して実際の業績や将来の見通しを予測して，将
来の企業価値がどのようになるのかを可視化するのが
価値創造プロセスである。
図2の価値創造プロセスより，企業価値を資本と捉
えていることが理解できよう。企業は，企業を取り巻
く外部環境の下で，ミッションとビジョンを明示し，
ガバナンスを保ちながら，リスクと機会にチャレンジ
する戦略と資源配分を実行する。企業は業界もしくは
独自のビジネス・モデルを採用し，期首資本を期末資
本に価値創造する。その価値創造プロセスは，イン
プットとして期首資本を取り入れ，これを用いて事業
活動を行い，その結果，将来見通しを推定しながら，
図2　価値創造プロセス
出典：IIRC（2013, p.13）。
6業績を向上するように努力する。定量的なアウトプッ
トを産出し，これが企業価値にとっての成果へと導か
れる。
ここでインプットとは，企業が事業活動に取り入れ
る期首資本のことであり，明解である。これに対して
アウトプットと成果，およびそれらの関係は必ずしも
明らかではない。IIRC の定義を見ると，アウトプッ
トとは，「企業の製品とサービス，副産物および廃棄
物（IIRC, 2013, p.34）」であり，成果とは，「事業活動
およびアウトプットの結果として資本に（正もしくは
負となる）内部と外部の影響（IIRC, 2013, p.34）」と
している。この IIRC の定義では，アウトプットが原
因で成果が結果になるという関係のようではあるが，
それらが要因のことを指すのか指標まで想定している
のかははっきりしない。一般的に言えば，アウトプッ
トは物量的な産出量であり，成果はアウトプットから
導き出された結果と考えられる。このような理解にし
たがって，本稿ではアウトプットと成果を，因果関係
を持った遅行指標と先行指標の関係と捉えることにす
る。つまり，遅行指標としての成果が出るのに時間が
かかったりコントロールしやすいため，管理上は先行
指標を管理指標にすると考える。
Smith（2017, p.1）は，今日，グローバリゼーショ
ン，デジタル化，競争の激化となっており，統合報告
に含めて開示する要因として，コーポレートガバナン
ス，サステナビリティ，リスクマネジメントと関わる
財務情報と非財務情報を織り交ぜる必要があると指摘
している。また，ステークホルダーの意思決定に役立
つように，財務業績の将来見通しを担保する6つの資
本を開示する必要があるとしている。サステナビリ
ティについては IIRC では指摘していないが，長期の
価値創造という点では関係している。ところが，サス
テナビリティは，CSR との関係が深く，人権保護や
自然環境，社会福祉といったように企業の戦略を超え
た取り組みとなることがしばしばである。
たとえば，GRI の G4以前は，サステナビリティレ
ポートの記述内容が網羅されているかどうかのチェッ
ク項目がつけられていた。G4になって，戦略性があ
る場合はチェック項目を網羅しなくてもよくなった。
このようにサステナビリティレポートは，戦略性と必
ずしも密接ではない。Smith はサステナビリティを重
視している点，また戦略や価値創造，価値創造プロセ
スについての記述がほとんどない。また，Smith
（2017, p.113）によれば，管理会計担当者は，他部門
と機能横断的にチームをつくり，現場を理解すること
で，現場の意思決定者を支援できる。このことが有益
であることは理解できるが，管理会計担当者が機能横
断的チームの一員として仕事をすることと戦略との関
係が必ずしも明らかではない。これらのことから，
Smith（2017）の統合報告には戦略性が弱いことが理
解できる。
ところで，企業はステークホルダーが望んでいるか
らと言って価値創造プロセスを開示する義務があるの
だろうか。IIRC が任意開示であるため，価値創造プ
ロセスの開示も企業の任意である。戦略をすべて開示
することは競争相手に手の内をすべて暴露してしまう
ため，そこまで IIRC が開示を要求しているわけでは
ない。IIRC が価値創造プロセスとして要求している
のは，ステークホルダー・エンゲージメントとして対
話するためのアジェンダである。企業がどのような戦
略をとるのかを開示するにも，戦略に関する目標の部
分と打つべき手段の部分がある。戦略の開示の仕方に
もよるが，目標の開示だけであれば競争相手に手の内
を見せなくて済む。戦略目標によって価値創造プロセ
スを開示できれば，ステークホルダーとの対話に効果
的であるばかりでなく，競争劣位にも至らないと考え
られる。　
以上より，企業の価値創造プロセスの可視化を検討
すると，企業の情報開示と情報利用が理解できる。ま
た，価値創造プロセスは，価値創造と資本の密接であ
り，価値創造プロセスを開示することは，それ以外の
2つの基本概念も同時に明らかとなる。
3．戦略的管理会計とステークホルダー・エン
ゲージメント
本節では，まず，Smith（2017, p.9）の統合報告が
戦略的管理会計であると指摘した理由と，戦略的ヘッ
ドセットという特徴について検討する。次に，ステー
クホルダーの関心事について明らかにする。また，ス
テークホルダー・エンゲージメントを通じた情報利用
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について述べる。さらに，国際統合報告フレームワー
クのステークホルダー・エンゲージメントの考え方を
説明する。最後に，統合報告の戦略策定への情報利用
に対する役立ちについて検討する。
3.1　統合報告における戦略的管理会計の意味
すでに紹介したように，Smith（2017, p.9）は統合
報告を戦略的管理会計と特徴づけた。その真意はどこ
にあるのかを検討する。Smith（2017, p.9）は，これ
まで会計担当者の役割は簿記屋でしかなかったが，今
後はトップの戦略的計画といった意思決定を支援する
戦略的管理会計担当者にならなければならないと指摘
した。言い換えれば，従来の会計担当者は財務報告書
の作成に専心してきたが，ステークホルダーのニーズ
に合わせて統合報告書を作成して戦略志向の会計担当
者になる必要があるという。
会計担当者が戦略志向を持つとは，統合報告書を作
成するだけでなく，統合報告書に基づいてステークホ
ルダーと対話を行い，ステークホルダーの声を知っ
て，その情報を戦略的計画に利用することである。こ
のように，統合報告書を開示するだけでなく，ステー
クホルダーから戦略情報を収集してこれを戦略策定に
利用することを Smith（2017, p.27）は戦略的ヘッド
セットと指摘した。戦略について発信するマイクと戦
略のために受信するイヤホーンの機能を持った戦略の
ヘッドセットという意味である。要するに，会計担当
者は戦略志向を持った戦略管理会計担当者に転換し
て，統合報告書を開示するとともに戦略情報を収集す
る戦略的ヘッドセットとしての機能を持つ必要がある
という。
3.2　ステークホルダーの関心事に対応した情報開示
ステークホルダーは，それぞれ多様な利害を持って
いる。株主は株価の値上がりを期待し，機関投資家は
長期的な収益性の増大を企業に要求する。また，従業
員は報酬の増加を期待する。顧客は販売価格の引き下
げを，サプライヤーは仕入価格の値上げを求める。税
務当局は，税収の確保を重要視する。こうした利害を
持つ人々（interested party）の思いをどのように調整
するかは，企業が取り組むべき課題の1つである。利
害調整を重要視する議論の根拠は，「企業の目的は，
その企業の多様なステークホルダーの相矛盾する要求
のバランスをとることから導きだされなければならな
い」（Ansoff, 1965, p.51）という主張にみられる。An-
soff によれば，利害関係者は敵対的関係にあり，これ
らの利害を調整することが企業の課題である。その結
果，たとえば最終的には利害関係者間での利益分配と
いう形で付加価値計算書を作成して，付加価値分配の
バランスをとることが考えられる（Haller and van 
Staden, 2014）。
これに対し，George（2003）は，「ステークホル
ダーにサービスを提供することと，株主に多額の利益
をもたらすこととの間にいささかの矛盾もない。長期
的には，一方のステークホルダーを無視して他方のス
テークホルダーだけを満足させ続けることはできな
い」（George, 2003, p.104）と述べている。この指摘に
よれば，株主とその他のステークホルダーを対立概念
として捉える必要はないと考えられる。
また，Dill（1975）は，企業が戦略的な意思決定を
するとき，経済業績と社会業績に何を含めるべきかに
ついて，ステークホルダーがアイデアを持っていると
いう見解を明らかにした。これは，ステークホルダー
の利害対立を中心にみるのではなく，ステークホル
ダーの意見が経営者の意思決定に役立つという主張で
ある。この Dill の主張は，経営者はステークホル
ダーの関心事を戦略に取り込む必要があるというもの
である。
さらに Freeman and Reed（1983）によれば，Dill
は，ステークホルダーとのコミュニケーションを行う
ことが戦略的な経営者の役割であり，戦略的なプロセ
スに対してモノをいう Nader’s Raiders（消費者団体）
のような団体（adversary group）の役割を考慮した
という（Freeman and Read, 1983, p.90）。これは，企
業はステークホルダーがもたらす情報を積極的に取り
入れていく必要があることを示唆したものである。経
営者がステークホルダー志向の経営をめざすときは，
付加価値計算書の作成による利害調整に重点をおくの
ではなく，ステークホルダーとの対話を推進すること
により，ステークホルダーの関心事を戦略策定に役立
てること（伊藤，2016）が大切である。これはまさ
8に，Smith（2017, p.9）が戦略的ヘッドセットと特徴
づけた点と同じ発想である。
3.3　ステークホルダー・エンゲージメントを通じた
情報利用
ステークホルダー・エンゲージメントは，企業の社
会的責任（corporate social responsibility: CSR）との
関連で，ステークホルダーとの良い関係づくりの観点
から論じられてきた。AccountAbility3）は，ステーク
ホルダー・エンゲージメントについて，「企業が決め
られた成果を達成するという明確な目標のために，適
切なステークホルダーを参加させることに利用するプ
ロセス」（AccountAbility, 2011, p.4）という定義4）を提
示している。一方，谷本（2006）は，ステークホル
ダー・エンゲージメントについて「企業がステークホ
ルダーと建設的な対話を行い，そこでの議論や提案を
受けて，経営活動に反映させていくこと」（谷本，
2006，p.169）であると定義している。この2つの定義
は，いずれも CSR を念頭においたものである。しか
し，双方とも，ステークホルダーの参加やステークホ
ルダーの提案を経営活動に反映させていくといった表
現に見られるように，ステークホルダーとの対話を通
じた情報利用を推奨していることが読み取れる。要す
るにエンゲージメントとは，ステークホルダーとの対
話を通して，win-win の関係を築くことである。
3.4　国際統合報告フレームワークとステークホル
ダー・エンゲージメント
国際統合報告フレームワークは，「ステークホル
ダーは，経済，環境および社会的課題などの，ステー
クホルダー自身にとって重要であると同時に，企業の
価値創造能力にも影響を与える事象に関して有用な洞
察を提供する（IIRC, 2013, p.17）」として，ステーク
ホルダーとの対話を通じた情報利用の可能性について
言及している。またフレームワークは，日常的な事業
活動の中で継続的になされるエンゲージメントと，特
定の目的のために実施されるエンゲージメントとに分
けて，それぞれの例を挙げている（ I IRC ,  2013, 
p.18）。日常的な事業活動の中で継続的に行われるエ
ンゲージメントには，顧客やサプライヤーとの日々の
やりとり，戦略立案およびリスク評価の一環としての
広く継続的なエンゲージメントなどがある。特定の目
的のためのエンゲージメントの例には，工場の増築を
計画する際の地域社会とのエンゲージメントが挙げら
れている。後者には，戦略策定に関するエンゲージメ
ントが含まれている。国際統合報告フレームワーク
は，統合報告書によるステークホルダー・エンゲージ
メントを通じた戦略策定への情報利用ということをも
想定しているものと考えられる。
3.5　統合報告の戦略策定への情報利用に対する役立
ち
Eccles and Krzuz は，統合報告書には外的メリット
と内的メリットがあることを指摘している（Eccles 
and Krzuz, 2010, p.148）。外的メリットとは，ステー
クホルダーへ総合的なメッセージを提供することで企
業の情報開示と透明性を向上するという利点である。
他方，戦略を策定するときには，企業は持続可能な社
会を保証するためリスクや機会への適応を真剣に取り
組む必要があり，このことが内的メリットをもたらす
という。
管理会計としては，戦略策定への情報利用が重要で
ある。情報利用という観点からみると，統合報告書の
作成は企業に4つの大きな効果をもたらす（Eccles 
and Krzuz, 2010, pp.148-156）。第1に，顧客やサプラ
イヤーとの関係性を特定し，こうしたステークホル
ダーに対してコミットメントを明確にできる。第2
に，コミットメントの明確化によって経営者はより卓
越した意思決定ができるようになる。第3として，こ
うしたコミュニケーションがステークホルダーとの関
係性をより深化させていくことができる。第4に，以
上の結果として，レピュテーション・リスクが低減す
る。同様の趣旨で，伊藤（2014a）は，統合報告を用
いてステークホルダー・エンゲージメントを行うこと
が，ステークホルダーだけでなく，企業の経営者に
とっても重要なメリットがあることを明らかにしてい
る。
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4．統合報告書の本質
Smith（2017）では，統合報告を統合財務報告，も
しくは財務報告の最新版という意味で財務報告2.0と
呼んでいる。統合報告書は，財務報告の最新版なのだ
ろうか，それともサステナビリティレポートの今日的
な報告書と解釈すべきなのだろうか。このような統合
報告書の本質を把握するには，統合報告書の報告対象
とそこで開示される情報の報告目的について検討を加
える必要がある。IIRC の見解，Fasan と Barker and 
Kasim の見解，Stubbs and Higgins の見解に基づい
て，本稿の見解と Smith（2017）の主張を明らかにす
る。
4.1　報告対象
Fasan（2013），Barker and Kasim（2016），Stubbs 
and Higgins（2014）の企業報告書の比較研究に基づ
いて，統合報告書の報告対象を検討する。Fasan は，
統合報告書の報告対象として IIRC は投資家であると
主張した（Fasan, 2013, p.48）。Barker and Kasim
（2016）は，彼らが引用したイギリス会計基準運営委
員会の『企業報告書』で，財務報告書は報告対象とし
て投資家に限定せず，利害関係者を取り上げた。ま
た，Stubbs and Higgins（2014）は，サステナビリ
ティレポートと同様に，統合報告書の報告対象はス
テークホルダーであるとした。
第1節で明らかにしたように，IIRC（2013）は，統
合報告書の報告対象を主として財務資本提供者として
いるが，ステークホルダーへの情報開示をも含んでい
る。要するに，報告対象は投資家に限定するとした
Fasan（2013）の主張は誤解であることが理解でき
る。そうではなく，Barker and Kasim（2016）と
Stubbs and Higgins（2014）の主張するように，ス
テークホルダーを報告対象とするのが IIRC の見解で
あり，そのように解釈すべきである。
報告対象に関して，2つの課題がある。第1は，利害
関係者とステークホルダーの違いである。第2は，統
合報告書は財務報告書と類似するのか，サステナビリ
ティレポートの発展と捉えるのかである。
第1の課題は，Barker and Kasim と Stubbs and 
Higgins の報告対象が異なっている点である。Barker 
and Kasim（2016）は，『企業報告書』で利用者志向
として利害関係者への情報開示を明らかにした。これ
に対して，Stubbs and Higgins（2014）は，統合報告
書の報告対象をステークホルダーとしている。利害関
係者とステークホルダーとの違いはどこにあるのだろ
うか。すでに伊藤（2016）で検討したように，ステー
クホルダーの概念は利害関係者とは異なる。利害関係
者が利益分配に関する利害調整を求める人々であるの
に対して，ステークホルダーは戦略や経営に関わる情
報を企業にもたらす。Dill（1975）によれば，「外部
構成員（ステークホルダー，筆者）は，製品価格と品
質のような短期的な関心事から長期にわたる戦略的意
味合いを持つ環境保全，海外投資政策，雇用問題につ
いての行動へとその関心事がずいぶん変化している
（Dill, 1975, p.58）」ことを指摘している。つまり，ス
テークホルダーのこうした関心事を経営者は戦略策定
や経営に取り込む必要があるという見解である。
第2の課題は，統合報告書の原点が財務報告書にあ
るのかそれともサステナビリティレポートにあるのか
である。Fasan（2013）は，財務報告書と統合報告書
は投資家への情報開示であり，財務報告書を発展させ
たものが統合報告書であると指摘した。これに対し
て，Barker and Kasim（2016）は，財務報告書はもと
もと利害関係者を対象にしていたので，統合報告書の
起源が財務報告書であると指摘した。Stubbs and 
Higgins（2014）は，サステナビリティレポートの発
展したものが統合報告書であると指摘している。これ
らの関係を図示すれば図3となる。
Fasan（2013）の主張は，報告対象に企業報告書の
類似性を求めたものであるが，統合報告書の理解が
IIRC とは違っていた。Fasan は IIRC を誤解したの
で，本稿では彼の見解は取り上げない。以下では，
Barker and Kasim と Stubbs and Higgins のパラダイ
ムシフトについて，それぞれの見解を検討する。
Barker and Kasim（2016）がなぜサステナビリティ
レポートから財務報告書へパラダイムシフトが起こっ
たと指摘しているのだろうか。イギリス会計基準運営
委員会の『企業報告書』（ASSC, 1975）によれば，投
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資家と金融機関は投資や返済のための情報を必要とす
る。従業員は，雇用の保障を判断する情報を求めてい
る。アナリストは投資家と同様の情報を必要とする。
取引業者は支払能力だけでなく，長期存続性の情報も
必要である。顧客は商品やサービスの提供に関わる情
報を必要とする。政府は税の徴収への影響を見積もる
情報が必要である。地域住民は，企業が社会のために
果たす情報を必要とする。要するに，企業と利害関係
者との利害対立を解消するために情報を開示すること
が企業報告書の狙いであることがわかる。投資家以外
の情報利用者を考えていたという点で財務報告書と統
合報告書は同根であると解釈する。そのために，
Barker and Kasim はサステナビリティレポートから
財務報告書・統合報告書へと戻ったという解釈であ
る。
Stubbs and Higgins（2014）は，統合報告書の報告
対象がステークホルダーへの情報開示であるとしてい
る。この点は IIRC の主張と同じである。ただし，そ
の開示情報が，単にステークホルダーのためだけでな
く，統合報告書の作成によって企業が組織変革するこ
とを想定している。この意味で，Stubbs and Higgins
はサステナビリティレポートから統合報告書へとシフ
トしていたと指摘する。
Barker and Kasim と Stubbs and Higgins のパラダ
イムシフトの違いは，財務報告書と統合報告書が同根
であるか否かにある。サステナビリティレポートと統
合報告書がステークホルダーへの情報開示という点で
は同じである。財務報告書に対して，サステナビリ
ティレポートと統合報告書の違いは，ステークホル
ダー・エンゲージメントを取ることができるかどうか
財務報告書 統合報告書
サステナビリ
ティレポート
図4　本稿で提案する報告対象のパラダイムシフト
出典：筆者作成。
Fasan の見解
財務報告書
財務報告書・
統合報告書
財務報告書 サステナビリティレポート
サステナビリ
ティレポート
統合報告書
統合報告書
Barker and Kasim の見解
Stubbs and Higgins の見解
図3　企業報告書の報告対象におけるパラダイムシフト
出典：筆者作成。
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である。このエンゲージメントをとるか否かが財務報
告書と統合報告書の大きな違いである。
Fasan，Barker and Kasim それに Stubbs and Hig-
gins の主張を明らかにした。これらの主張に対し
て，本稿では図5のパラダイムシフトが起こったと考
えている。図4の主張を明らかにする。財務報告書は
法律上，外部に情報開示しなければならない。ところ
が，主として過去情報の開示である財務報告書だけで
は，投資家の意思決定ニーズに対応できなくなった。
財務報告書とは必ずしも直結せず，環境問題や社会的
責任問題に対する企業の対応にステークホルダーが関
心を寄せており，これをサステナビリティレポートと
して任意に報告してきた。サステナビリティレポート
によって，財務報告書だけでは開示できない CSR 情
報の開示を行うことができる。両報告書を開示すれば
課題が解決するかというと，新たな課題が認識される
ようになった。財務報告書とサステナビリティレポー
トの情報が一貫しておらず，投資家だけでなくステー
クホルダーの信頼性を失っている。また，価値創造プ
ロセスや戦略を可視化することで，ステークホルダー
とのエンゲージメントを取る必要も出てきた。このよ
うな課題解決として登場したのが統合報告書の開示で
ある。
本稿では，財務報告書が統合報告書に移行するとき
にサステナビリティレポートが大きく貢献したという
主張を明らかにした。これと同じ主張は Sm i th
（2017）でも見ることができる。「統合財務報告は，こ
れまでの繰り返しの部分と伝統的報告書にはなかった
いくつかのタイプの進化を反映して，企業レベルでの
コーポレートガバナンス，サステナビリティ，リスク
マネジメントを含めた財務情報と非財務情報の要素を
取り込む。（Smith, 2017, p.1）」と指摘している。つま
り，財務報告書というこれまでの報告書にサステナビ
リティレポートの非財務情報を取り込んで統合したも
のが統合報告書であるという。
4.2　報告目的
統合報告の報告目的として，Fasan（2013）は投資
家への情報提供であると指摘した。これに対して，
IIRC（2013）と Barker and Kasim（2016）は，投資
家に限定されることなく，ステークホルダーとのエン
ゲージメントにあるという見解である。また，Stubbs 
and Higgins（2014）は，ステークホルダー・エン
ゲージメントだけでなく，経営者の組織変革としても
利用できるという見解を明らかにしている。これらの
見解を以下で検討する。
サステナビリティレポートの情報開示アプローチは
報告目的から2つに区分できる（Burritt and Schalteg-
ger, 2010; Schaltegger, 2012）という主張がある。ア
ウトサイドイン・アプローチとインサイドアウト・ア
プローチである5）。アウトサイドイン・アプローチ
は，外部の法律や規制に準拠していることを開示する
ために報告することである。また，インサイドアウ
ト・アプローチは内部経営管理情報をステークホル
ダーに情報提供することである。投資家への情報開示
を目的とした財務報告書は会計基準に準拠しなければ
ならず，アウトサイドイン・アプローチである。これ
に対して，ステークホルダーとのエンゲージメントを
とることを目的としたサステナビリティレポートは，
内部情報の開示であり，インサイドアウト・アプロー
チである。
Fasan（2013）の主張する統合報告書は，IIRC フ
レームワークに準拠しなければならないという意味で
はアウトサイドインである。また，Barker and Kasim
（2016）は，統合報告書はアウトサイドインとインサ
イドアウトの両側面を持つツイン・アプローチと考え
られている。財務報告書がアウトサイドインであるの
に対して，サステナビリティレポートはインサイドア
ウトであるからである。
Stubbs and Higgins は，統合報告書の作成過程で組
織変革が起こっていたかという仮説を持ってインタ
ビューを行っていた。このことから，Stubbs and 
Higgins は単に内部情報の開示ではなく，統合報告書
作成プロセスで組織変革が起こるという内部経営者へ
の情報利用を考えていた。つまり，統合報告の本質
は，アウトサイドイン・アプローチとインサイドアウ
ト・アプローチという外部への情報開示だけでなく，
企業の組織変革への情報利用にとっても有用である。
ステークホルダー・エンゲージメントいう点から考
えてみると，サステナビリティレポートのような内部
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情報の開示を目的としたエンゲージメントがこれまで
のエンゲージメントの取り方だった。しかし統合報告
書によるステークホルダー・エンゲージメントは，戦
略策定のための戦略や価値創造に関するステークホル
ダーとの対話である。ステークホルダー・エンゲージ
メントといっても，外部への情報開示だけに留まら
ず，企業の組織変革や戦略策定への情報利用まで考え
て開示する必要がある（伊藤・西原，2017）。
最後に，本稿で主張する企業報告書のパラダイムシ
フトについて明らかにする（図5を参照）。これまでは
統合報告の報告目的が投資家やステークホルダーへの
情報アウトプットであるという議論が中心であった。
財務会計研究や CSR 研究は，情報開示という投資家
やステークホルダーの情報ニーズへの対応に主眼が
あった。こうした情報開示の議論ではなく，本稿で
は，統合報告の報告目的は経営者の戦略策定とマネジ
メントのための情報インプットという議論にシフトす
べきであることを主張した。管理会計研究としては経
営者の戦略策定とマネジメントのために情報利用する
ことが重要である。Smith（2017, p.27）も統合報告を
戦略的管理会計という視点で検討している。したがっ
て，統合報告によって，経営者の戦略策定とマネジメ
ントへの情報利用までを意図して戦略的ヘッドセット
という用語を用いた。このことから，Smith（2017）
も本稿の主張するパラダイムシフトを想定していると
考えられる。
まとめ
本稿では，Smith（2017）の主張する戦略的管理会
計という意味での統合報告について検討した。まず，
統合報告の最も重要な基本概念を IIRC フレームワー
クにしたがって明らかにした。IIRC フレームワーク
では，価値創造，資本，価値創造プロセスが重要と指
摘している。ところが，Smith（2017, pp.23-24）は，
6つの資本，とりわけ知的資産，人的資産，社会・関
係資産，自然資産に関わる非財務情報としてのコーポ
レートガバナンス，サステナビリティ，リスクマネジ
メントを重要視していた。一方，価値創造や価値創造
プロセスと密接な戦略についての指摘が見当たらな
かった。Smith の著書のタイトルが『戦略的管理会
計』であるにもかかわらず，戦略に関わる議論や戦略
の可視化についてはほとんど触れられていなかった。
統合報告の研究では，一般的には，ステークホル
ダーに財務情報と非財務情報の開示を議論するケース
が多い。ところが，Smith（2017, p.27）は戦略的ヘッ
ドセットという概念を用いて，情報開示だけでなく，
ステークホルダーとの対話から戦略策定の情報を獲得
するということを認識している点は興味深い。そのこ
とから，会計担当者は単なる簿記屋ではなく，戦略の
意思決定者のサポーターとして戦略的管理会計担当者
にならなければならないと指摘している。
最後に，統合報告の本質については，Smith（2017, 
p.5）は統合報告を統合財務報告と指摘しているよう
に，その本質は財務報告にあると捉えている。一方，
Stubbs and Higgins（2014）は統合報告書の本質はス
テークホルダー・エンゲージメントにあるとして，サ
ステナビリティの最新版であると捉えている。これら
を検討した結果，本質としては財務報告にあるが，統
合報告書はサステナビリティレポートからかなりの影
響を受けていることがわかった。また，統合報告は，
ステークホルダーへの情報開示から経営者の戦略策定
とマネジメントのための情報利用へとパラダイムシフ
トしていると考えられる。
投資家もしくはス
テークホルダーへの
情報開示
内部経営者の戦略策
定とマネジメントの
ための情報利用
図5　報告目的におけるパラダイムシフト
出典：筆者作成。
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注
1）エッジ・インターナショナル社と宝印刷のデータは以下か
らダウンロードできる。
 http://cvrl-net.com/archive/index.html （2017/2/22）。
 http://rid.takara-printing.jp/esg/ （2017/2/22）。
2）ビジネス・モデルには必ずしも合意された定義はないとい
う見解がある（Barnabe and Giorgino, 2013）。IIRC のビジ
ネス・モデルの解釈は1つの見解と考えるべきであろう。
3）AccountAbility は，ステークホルダー・エンゲージメント
の国際基準などを発表しているイギリスの NGO である。
4）この定義は，ステークホルダー・エンゲージメントについ
ての国際基準 AA1000シリーズとして知られている。AA1000
シリーズは，AccountAbility が公表しているステークホル
ダーへの説明責任を果たし，その取り組みを向上させること
を目的とした一連の基準・指針である。
5）ここでのアウトサイドインとインサイドアウトは，Stubbs 
and Higgins（2014）ではプルとプッシュと表現している。
両者に基本的な違いはないと考えられる。
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